
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)
　消費税等の会計処理は税込方式によっている。

609,644,668 403,057,809 400,000,000 612,702,477合 　 　計

 がん募金検診車引当資産 37,944,668 3,057,809 0 41,002,477

小  　　計 609,644,668 403,057,809 400,000,000 612,702,477

車  両  運  搬  具 0 0 0 0

減価償却引当資産 220,000,000 270,000,000 270,000,000 220,000,000

災害補償引当資産 1,700,000 0 0 1,700,000

0 0

特定資産

退職給付引当資産 350,000,000 130,000,000 130,000,000 350,000,000

　財務諸表に対する注記　

１．重要な会計方針

貯蔵品……最終仕入原価法によっている。

②所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　その他固定資産

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高科　　  目

　資金の範囲には、現金及び預金を含めている。
キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　健診事業における車両運搬具である。

消費税等の会計処理

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。        （単位：円）

　定額法によっている。
②ソフトウェア
　法定内における利用可能期間（5年）に基づき定額法によっている。
③リース資産

 リース取引関係
①所有権移転ファイナンス・リース取引
　リース資産の内容
　　その他固定資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
引当金の計上基準

退職給付引当金
期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委
員会）を採用している。

棚卸資産の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却の方法
①建物、建物附属設備、車両運搬具、器具備品

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績を基に算出
した貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上している。

　　健診事業における検査機器及びソフトウェアである。

　リース資産の内容

基本財産

小 　　 計 0 0

1



　　

―

小  　　計 612,702,477 0

581,904

４．担保に供している資産

(350,000,000)

350,000,000

　   災害補償引当資産 1,700,000

(262,702,477) (350,000,000)

合　　  計

合　　　　計

特定資産

640,903,282 621,216,403

0

―

　   退職給付引当資産

(　―　)

― (350,000,000)

　   減価償却引当資産 220,000,000 (220,000,000) ―

―(　―　) (1,700,000)

（単位：円）

612,702,477

　   がん募金検診車引当資産 41,002,477 (　―　) (41,002,477)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

担保に供している資産は次のとおりである。

土地・建物512,146,024円(帳簿価額)は長期借入金112,500,000円の担保に供している。

     車  両  運  搬  具 0 0 ― ―

(262,702,477)

助成金

00 581,904

　受取助成金

その他固定資産

当期末残高減価償却累計額取得価額科　　　目

（単位：円）

補助金の名称

　　車両運搬具 1,812,949,590 1,686,426,621 126,522,969

　　器具備品 1,280,453,746 1,034,982,766 245,470,980

　　ソフトウェア 187,250,598 112,805,735 74,444,863

　　そ　 の　 他 1,109,160 200,000

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　　建　　　　物 1,596,411,096 949,562,065 646,849,031

　　建物附属設備

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

909,160

合　　　　計 5,519,077,472 4,405,193,590 1,113,883,882

19,686,879

小　　  計 0 (　―　) (         0) ―

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。　　        　（単位：円）

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

(うち指定正味財産か

らの充当額)

(うち一般正味財産か

らの充当額)

(うち負債に対応する

額)

　

当期末残高科 　　 目

基本財産

581,9040 0581,904

2



(1)

（単位：円）

(2)

金　　　額

　*経常収益への振替額

　　　減価償却による振替額
0

716,460,313円現金及び現金同等物867,221,261円現金及び現金同等物

重要な非資金取引は、以下のとおりである。

当期末前期末

現物により寄付を受けた固定資産が　－　円ある。現物により寄付を受けた固定資産が　－　円ある。

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内　　　　容

合　　　　計 0

当期末前期末

現金預金勘定

預金期間が3カ月を超える定期預金

607,221,261円 586,460,313円現金預金勘定

　130,000,000円　260,000,000円預金期間が3カ月を超える定期預金

８．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のと

おりである。
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　附　属　明　細　書　

１．基本財産及び特定資産の明細

　　　財務諸表の注記２に記載している。

２．引当金の明細　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

770,615,982

904,895

期末残高当期増加額

234,533

67,314,910

科目 期首残高
当期減少額

0

その他

0

目的使用

0

113,520,409

670,362

816,821,481

貸倒引当金

退職給付引当金

4


